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（
１
） 

中
小
企
業（
法
人
企
業
）の
商
品

（
製
品
）
の
仕
入
先

◇
平
成
27
年
度
に
仕
入
を
行
っ
た
中
小

企
業
（
法
人
企
業
）
は
、
85
・
１
万
社

で
あ
る
。

◇
仕
入
先
の
種
類
を
み
る
と
、49
・
１
％

が
中
小
企
業
、
37
・
１
％
が
大
企
業
、

７
・
５
％
が
海
外
か
ら
の
直
接
輸
入
と

な
っ
て
い
る
。

◇
商
品
（
製
品
）
の
仕
入
先
を
産
業
大

分
類
別
に
み
る
と
、
中
小
企
業
か
ら
の

仕
入
割
合
が
高
い
の
は
、
生
活
関
連

サ
ー
ビ
ス
業
、
娯
楽
業
（
84
・
９
％
）、

学
術
研
究
、
専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業

（
83
・
０
％
）、
宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ

ス
業
（
81
・
６
％
）
な
ど
で
、
大
企
業

か
ら
の
仕
入
割
合
が
高
い
の
は
、
情
報

通
信
業
（
65
・
９
％
）
で
あ
る
。

（
２
） 

中
小
企
業（
法
人
企
業
）の
商
品

（
製
品
）
の
販
売
先

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業

（
法
人
企
業
）
の
販
売
先
は
、
38
・

０
％
が
中
小
企
業
、
６
・
６
％
が
大
企

業
、
１
・
６
％
が
海
外
へ
の
直
接
輸
出
、

48
・
５
％
が
個
人
消
費
者
で
あ
る
。

◇
商
品
（
製
品
）
の
販
売
先
を
産
業
大

分
類
別
に
み
る
と
、
中
小
企
業
へ
の
販

売
割
合
が
高
い

の
は
、
卸
売
業

（
71
・
９
％
）、
製

造
業
（
66
・
２
％
）、

運
輸
業
、
郵
便
業

（
59
・
９
％
）、
情

報
通
信
業
（
56
・

２
％
）
な
ど
で
、

個
人
消
費
者
へ
の

販
売
割
合
が
高
い

の
は
、
宿
泊
業
、

飲
食
サ
ー
ビ
ス

業
（
85
・
８
％
）、

生
活
関
連
サ
ー
ビ

ス
業
、
娯
楽
業

（
83
・
９
％
）、
小

売
業
（
78
・
４
％
）

な
ど
で
あ
る
。

平成28年中小企業実態基本調査報告書（後編）平成28年中小企業実態基本調査報告書（後編）
　本調査は、政府が中小企業の更なる発展に寄与する基礎資料とすることを目的に、我が国中
小企業の財務面や経営面の基礎的データを産業別・規模別に把握し、中小企業政策を的確に企
画・立案・実行するために活用しています。
　前月号（10月号）に引き続き、その概要（平成27年度実績）を紹介します。今回は後編として、
４～６章を掲載いたします。

 

法人企業合計

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

サービス業（他に分類されないもの）

中小企業からの仕入 大企業からの仕入 海外からの直接輸入 その他からの仕入

 

法人企業合計

建設業

製造業

情報通信業

運輸業，郵便業

卸売業

小売業

不動産業，物品賃貸業

学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業

生活関連サービス業，娯楽業

サービス業（他に分類されないもの）

中小企業への販売 大企業への販売 海外に直接輸出 個人消費者への販売 その他に販売

第４－１図　中小企業（法人企業）の商品（製品）の仕入先（産業大分類別）

第４－２図　中小企業（法人企業）の商品（製品）の販売先（産業大分類別）

特 集 Ⅰ

中
小
企
業（
法
人
企
業
）

の
取
引
の
状
況

第
４
章
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製
造
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小
売
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不
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貸
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学
術
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技
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不
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ー
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法
人
企
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合
計

建
設
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製
造
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情
報
通
信
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運
輸
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郵
便
業

卸
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売
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不
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貸
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学
術
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究

専
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宿
泊
業

飲
食
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ビ
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生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
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サ

ビ
ス
業

他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（％）

平成 年度
平成 年度
平成 年度

ー

ー

ー

ー

（

）
，

，，，
，

第４－３図　中小企業（法人企業）の受託金額（産業大分類別・建設業を除く）

第４－４図　受託のあった中小企業（法人企業）の割合（産業大分類別・建設業を除く）

第４－５図　中小企業（法人企業）の委託金額（産業大分類別）

第４－６図　委託を行った中小企業（法人企業）の割合（産業大分類別）

（
３
） 

中
小
企
業（
法
人
企
業
）の
受
託

の
状
況（
建
設
業
を
除
く
）

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
建
設
業
を
除

く
中
小
企
業
（
法
人
企
業
）
の
受
託
金

額
は
、
27
兆
８
，
２
９
６
億
円
で
、
前

年
度
（
27
兆
４
，
３
２
８
億
円
）
に
比

べ
１
・
４
％
の
増
加
と
な
っ
て
い
る
。

◇
受
託
金
額
の
変
化
を
産
業
大
分
類
別

に
み
る
と
、
卸
売
業
（
前
年
度
比
46
・

１
％
増
）、
不
動
産
業
、
物
品
賃
貸
業

（
同
16
・
３
％
増
）、
情
報
通
信
業
（
同

15
・
５
％
増
）
な
ど
４
産
業
で
増
加
、

宿
泊
業
、
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
（
同
▲

35
・
４
％
減
）、
小
売
業（
同
▲
32
・
３
％

減
）、
サ
ー
ビ
ス
業
（
他
に
分
類
さ
れ

な
い
も
の
）（
同
▲
25
・
９
％
減
）な
ど

６
産
業
で
減
少
し
て
い
る
。

◇
受
託
の
あ
っ
た
法
人
企
業
の
割
合
は
、

８
・
７
％
（
前
年
度
差
▲
０
・
４
ポ
イ
ン

ト
減
）
で
あ
る
。

（
４
） 

中
小
企
業（
法
人
企
業
）の
委
託

の
状
況

◇
平
成
27
年
度
に
お
け
る
中
小
企
業

（
法
人
企
業
）
の
委
託
状
況
を
み
る
と
、

委
託
金
額
は
16
兆
９
，５
９
８
億
円
で
、

前
年
度
に
比
べ
▲
０
・
０
％
減
少
し
て

い
る
。

◇
委
託
金
額
を
産
業
大
分
類
別
に
み
る

と
、
製
造
業
が
７
兆
６
，
９
８
７
億
円

で
全
体
の
45
・
４
％
、
運
輸
業
、
郵
便

業
が
３
兆
６
，
７
７
２
億
円
で
全
体
の

21
・
７
％
を
占
め
て
い
る
。

◇
委
託
を
行
っ
た
法
人
企
業
の
割
合
は

11
・
７
％（
前
年
度
差
▲
０
・
０
ポ
イ
ン

ト
減
）
で
あ
る
。
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法
人
企
業
合
計

建
設
業

製
造
業

情
報
通
信
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運
輸
業

郵
便
業

卸
売
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小
売
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不
動
産
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物
品
賃
貸
業

学
術
研
究

専
門
・

技
術
サ

ビ
ス
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宿
泊
業

飲
食
サ

ビ
ス
業

生
活
関
連
サ

ビ
ス
業

娯
楽
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サ

ビ
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他
に

分
類
さ
れ
な
い
も
の

（％）

平成 年度

平成 年度

平成 年度

ー

ー

ーー

，

，
，，

，

（

）

（注）集計表第５－２表参照。 
                                                   
*5 海外子会社とは、調査回答企業が５０％超の議決権を所有する海外にある会社をいう。また、回答企業の子
会社または回答会社とその子会社合計で５０％超の議決権を所有する会社も含む。ただし、５０％以下であっ
ても回答企業が経営を実質的に支配している会社も含む。 

*6 海外関連会社とは、調査回答企業が２０％以上から５０％以下の議決権を有する海外にある会社をいう。 
*7 海外事業所とは、海外にある調査回答企業の支店・営業所・工場などをいう。 
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第５－１図　海外に子会社、関連会社または事業所を所有する中小企業
　　　　　　（法人企業）の割合（産業大分類別）

第５－２図　海外の子会社、関連会社または事業所の地域別展開状況（法人企業）

第６－１図　研究開発を行った中小企業（法人企業）の割合（産業大分類別）

第６－２図　特許権等を所有する中小企業（法人企業）の割合（産業大分類別）

中
小
企
業（
法
人
企
業
）

の
海
外
展
開
の
状
況

第
５
章

中
小
企
業（
法
人
企
業
）

の
研
究
開
発
の
状
況

第
６
章

◇
平
成
27
年
度
に
お
い
て
、
海
外
に
子

会
社
＊
５

、
関
連
会
社
＊
６

ま
た
は
事
業

所
＊
７

を
所
有
す
る
中
小
企
業
（
法
人

企
業
）
は
、
１
・
４
万
社
、
法
人
企
業

全
体
に
占
め
る
割
合
は
０
・
９
％
で
前

年
度
よ
り
▲
０
・
０
ポ
イ
ン
ト
減
少
し

て
い
る
。

産
業
大
分
類
別
に
み
る
と
、
製
造
業
が

２
・
４
％
、
卸
売
業
が
２
・
４
％
、
情
報

通
信
業
が
１
・
７
％
の
順
と
な
っ
て
い

る
。

◇
海
外
の
子
会
社
、
関
連
会
社
ま
た
は

事
業
所
の
地
域
別
展
開
状
況
を
み
る
と
、

ア
ジ
ア
が
も
っ
と
も
多
く
、
子
会
社
で

83
・
６
％
、
関
連
会
社
で
87
・
６
％
、
事

業
所
で
81
・
７
％
を
占
め
て
い
る
。

◇
平
成
27
年
度
に
お
い
て
、
研
究
開
発

を
行
っ
た
中
小
企
業
（
法
人
企
業
）
は

３
・
５
万
社
で
、
前
年
度
比
▲
４
・
０
％

減
、
法
人
企
業
全
体
に
占
め
る
割
合
は

２
・
３
％
で
あ
る
。
産
業
大
分
類
別
に

み
る
と
、
製
造
業
（
６
・
９
％
）、
情
報

通
信
業
（
５
・
２
％
）
の
順
で
あ
る
。

◇
研
究
開
発
費
は
、
７
，
７
７
３
億
円

で
前
年
度
に
比
べ
て
27
・
２
％
増
加

し
て
い
る
。
研
究
開
発
を
行
っ
た
１

企
業
当
た
り
の
研
究
開
発
費
は
、
２
，

２
４
７
万
円
で
前
年
度
比
32
・
５
％
増

加
し
て
い
る
。

◇
特
許
権
・
実
用
新
案
権
・
意
匠
権
・

商
標
権
（
以
下
「
特
許
権
等
」）
を
所

有
す
る
企
業
（
法
人
企
業
）
は
８
・

０
万
社
で
、
法
人
企
業
全
体
に
占
め
る

割
合
は
５
・
４
％
で
あ
る
。
産
業
大
分

類
別
に
み
る
と
、製
造
業
（
11
・
９
％
）、

情
報
通
信
業
（
11
・
１
％
）、
卸
売
業

（
９
・
０
％
）
の
順
で
あ
る
。


